
 

 

別表十七（二）の記載の仕方 

 

１ この明細書は、法人が平成31年改正前の措置法（以下

「平成31年旧措置法」といいます。）第66条の５の２第

４項((((関連者等に係る支払利子等の損金不算入))))の規定

の適用を受ける場合に記載します。 

２ 「関連者支払利子等の額の合計額１」は、平成31年旧

措置法第66条の５の２第２項に規定する関連者支払利子

等の額の合計額を記載します。 

３ 「控除対象受取利子等合計額２」は、平成31年旧措置

法第66条の５の２第３項に規定する控除対象受取利子等

合計額を記載します。 

４ 「支払利子等の額５」は、支払利子等（平成31年旧措

置法第66条の５の２第２項に規定する支払利子等をいい

ます。）の額を記載します。 

５ 「連結完全支配関係がある連結法人に対する支払利子

等の額６」は、「５」の金額のうち、当該法人との間に

連結完全支配関係がある連結法人に対して支払われた金

額を記載します。 

６ 「関連者等に対する支払利子等の額で当該関連者等の

課税対象所得に含まれるもの７」は、「５」の金額のう

ち平成31年旧措置法第66条の５の２第２項に規定する関

連者等に対して支払われたもので、当該関連者等の同項

に規定する課税対象所得に含まれる金額を記載します。 

 


